
平成　18年３月期　個別財務諸表の概要

　
　

平成18年５月16日

上場会社名 ＷＤＢ株式会社 上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ

コード番号 ２４７５ 本社所在都道府県 兵庫県

(URL　http://www.wdb.com)
　
代　　表　　者 役職名　代表取締役社長 氏名　中野　敏光

問合せ先責任者 役職名　専務取締役 氏名　大塚　美樹

　 　 TEL　 (0792)　87 － 0111 （代表）　　

決算取締役会開催日 平成18年５月16日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 平成18月６月30日 定時株主総会開催日 平成18年６月29日

単元株制度採用の有無 無 　 　

　

1.　平成18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1) 経営成績 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 11,353 ( 37.2 ) 433  ( 69.2 ) 451 ( 50.2 )

17年３月期 8,277 ( 41.3 ) 256 ( 66.7 ) 300 ( 75.3 )

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 400 ( 170.4 ) 27,572 75 － － 39.8 10.1 3.9

17年３月期 148 ( 61.5 ) 63,266 58 － － 32.9 10.8 3.7

(注) ① 期中平均株式数 18年３月期 14,524株 17年３月期 2,341株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　 ④ 当社は平成17年10月18日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年11月22日付をもって普通株式１株につ
き５株の分割を行っております。なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度に
おける１株当たり当期純利益は、12,653円32銭であります。

　
(2) 配当状況

　
　 　 １株当たり年間配当金 配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本
配当率　 中間 期末

　 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年３月期 1,500 00 500 00 1,000 00 23 5.4 1.6

17年３月期 5,000 00 2,500 00 2,500 00 14 7.9 2.5

(注) 当社は平成17年10月18日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年11月22日付をもって普通株式１株につき
５株の分割を行っております。当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合、１株当たり年間配当金は
平成17年３月期 1,000円となります。なお、当事業年度の分割前の株数による１株当たり中間配当金は 2,500
円であります。

　

(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期 5,274 1,447 27.4 90,187 56

17年３月期 3,700 567 15.3 196,259 63

(注) ① 期末発行済株式数 18年３月期 16,050株 　17年３月期 2,890株

　 ② 期末自己株式数 18年３月期 －株 17年３月期 －株

　 ③ 当社は平成17年10月18日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年11月22日付をもって普通株式１株につ
き５株の分割を行っております。なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度に
おける１株当たり株主資本は、39,251円93銭であります。
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2.　平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末 　

　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 6,300 150 70 1,000 00 ― ― ― ―

通期 14,200 650 330 ― ― 2,000 00 3,000 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　　20,560円75銭
　　※上記に記載した予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。従

いまして実際の実績は、今後、様々な要因によって上記予想数値と異なる場合がございます。　　
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7. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　 　
前事業年度

（平成17年３月31日）

当事業年度

（平成18年３月31日）
比較増減

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額(千円)

（資産の部） 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１．現金及び預金 　 　 477,061 　 　 790,071 　 　 313,009

　２．売掛金 　 　 1,045,390 　 　 1,409,560 　 　 364,169

　３．前払費用 　 　 39,443 　 　 45,664 　 　 6,221

　４．繰延税金資産 　 　 28,921 　 　 68,676 　 　 39,754

　５．未収入金 　 　 － 　 　 91,566 　 　 91,566

　６．その他 　 　 37,618 　 　 20,212 　 　 △ 17,406

　　　貸倒引当金 　 　 － 　 　 △ 248 　 　 △ 248

　　流動資産合計 　 　 1,628,436 44.0 　 2,425,504 46.0 　 797,067

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１．有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)建物 　 126,615 　 　 824,623 　 　 698,007 　

　　　　減価償却累計額 　 12,613 114,002 　 37,449 787,174 　 24,835 673,172

　　(2)構築物 　 25,721 　 　 31,574 　 　 5,852 　

　　　　減価償却累計額 　 3,884 21,837 　 6,544 25,029 　 2,659 3,192

　　(3)車両及び運搬具 　 25,770 　 　 18,402 　 　 △ 7,368 　

　　　　減価償却累計額 　 20,183 5,586 　 14,022 4,379 　 △ 6,161 △ 1,207

　　(4)工具器具備品 　 125,339 　 　 189,779 　 　 64,440 　

　　　　減価償却累計額 　 51,743 73,595 　 84,004 105,774 　 32,261 32,179

　　(5)土地 　 　 42,132 　 　 335,414 　 　 293,282

　　(6)建設仮勘定 　 　 － 　 　 60,885 　 　 60,885

　　　有形固定資産合計 　 　 257,153 7.0 　 1,318,658 25.0 　 1,061,504

　２．無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)営業権 　 　 50,742 　 　 33,828 　 　 △ 16,914

　　(2)商標権 　 　 2,054 　 　 4,025 　 　 1,970

　　(3)ソフトウエア 　 　 1,721 　 　 36,419 　 　 34,697

　　(4)電話加入権 　 　 5,492 　 　 5,492 　 　 －

　　　無形固定資産合計 　 　 60,011 1.6 　 79,765 1.5 　 19,753

　３．投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)投資有価証券 　 　 7,583 　 　 13,065 　 　 5,481

　　(2)関係会社株式 　 　 1,329,291 　 　 979,270 　 　 △ 350,020

　　(3)長期前払費用 　 　 243 　 　 154 　 　 △ 89

　　(4)繰延税金資産 　 　 58,590 　 　 65,895 　 　 7,304

　　(5)敷金及び保証金 　 　 254,604 　 　 277,960 　 　 23,355

　　(6)保険積立金 　 　 35,968 　 　 43,500 　 　 7,532

　　(7)ゴルフ会員権 　 　 58,899 　 　 58,899 　 　 －

　　(8)その他 　 　 2,631 　 　 2,470 　 　 △ 161

　　　投資その他の資産合計 　 　 1,747,813 47.2 　 1,441,216 27.3 　 △ 306,596

　　固定資産合計 　 　 2,064,978 55.8 　 2,839,640 53.8 　 774,661

Ⅱ　繰延資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１．新株発行費 　 　 700 　 　 6,102 　 　 5,402

　２．社債発行費 　 　 6,346 　 　 3,173 　 　 △ 3,173

　　繰延資産合計 　 　 7,046 0.2 　 9,276 0.2 　 2,229

　　資産合計 　 　 3,700,462 100.0 　 5,274,420 100.0 　 1,573,958

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

― 3 ―



　
　 　

前事業年度

（平成17年３月31日）

当事業年度

（平成18年３月31日）
比較増減

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額(千円)

（負債の部） 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１．買掛金 　 　 609,622 　 　 794,813 　 　 185,191

　２．短期借入金 ※３ 　 1,050,000 　 　 700,000 　 　 △ 350,000

　３．１年以内返済予定の

　　　長期借入金
　 　 218,088 　 　 467,652 　 　 249,564

　４．１年以内償還予定の社債 　 　 85,000 　 　 85,000 　 　 －

　５．未払金 　 　 65,329 　 　 202,144 　 　 136,815

　６．未払費用 　 　 102,713 　 　 103,850 　 　 1,136

　７．未払法人税等 　 　 74,820 　 　 11,507 　 　 △ 63,313

　８．未払消費税等 　 　 147,142 　 　 168,009 　 　 20,867

　９．前受金 　 　 2,689 　 　 5,142 　 　 2,453

　10．預り金 　 　 25,745 　 　 42,845 　 　 17,099

　11．賞与引当金 　 　 24,600 　 　 41,310 　 　 16,710

　12．その他 　 　 2,858 　 　 2,037 　 　 △ 820

　　流動負債合計 　 　 2,408,609 65.1 　 2,624,313 49.8 　 215,704

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１．社債 　 　 337,500 　 　 252,500 　 　 △ 85,000

　２．長期借入金 　 　 234,944 　 　 774,154 　 　 539,210

　３．退職給付引当金 　 　 781 　 　 3,620 　 　 2,838

　４．役員退職慰労引当金 　 　 151,436 　 　 172,322 　 　 20,885

　　固定負債合計 　 　 724,662 19.6 　 1,202,596 22.8 　 477,934

　　負債合計 　 　 3,133,271 84.7 　 3,826,910 72.6 　 693,638

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

（資本の部） 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※１ 　 200,000 5.4 　 404,000 7.7 　 204,000

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 9,871 　 　 296,911 　 　 287,040 　

　　資本剰余金合計 　 　 9,871 0.2 　 296,911 5.6 　 287,040

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１．利益準備金 　 4,372 　 　 5,817 　 　 1,445 　

　２．任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 別途積立金 　 150,000 　 　 250,000 　 　 100,000 　

　３．当期未処分利益 　 200,066 　 　 484,638 　 　 284,571 　

　　利益剰余金合計 　 　 354,439 9.6 　 740,455 14.0 　 386,016

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 　 　 2,879 0.1 　 6,143 0.1 　 3,263

　　資本合計 　 　 567,190 15.3 　 1,447,510 27.4 　 880,320

　　負債・資本合計 　 　 3,700,462 100.0 　 5,274,420 100.0 　 1,573,958
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② 損益計算書

　 　

前事業年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 8,277,966 100.0 　 11,353,478 100.0 　 3,075,511

Ⅱ　売上原価 　 　 6,513,552 78.7 　 8,837,114 77.8 　 2,323,562

　　　売上総利益 　 　 1,764,414 21.3 　 2,516,363 22.2 　 751,949

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１．給与手当 　 469,349 　 　 609,985 　 　 140,635 　

　２．賃借料 　 216,379 　 　 327,603 　 　 111,223 　

　３．役員報酬 　 80,047 　 　 100,989 　 　 20,941 　

　４．賞与手当 　 59,870 　 　 131,497 　 　 71,627 　

　５．法定福利費 　 57,597 　 　 83,663 　 　 26,066 　

　６．福利厚生費 　 3,000 　 　 5,766 　 　 2,766 　

　７．退職給付費用 　 7,420 　 　 11,533 　 　 4,112 　

　８．広告宣伝費 　 46,786 　 　 71,552 　 　 24,766 　

　９．旅費交通費 　 82,305 　 　 116,959 　 　 34,653 　

　10．通信費 　 63,691 　 　 80,970 　 　 17,279 　

　11．消耗品費 　 94,333 　 　 98,721 　 　 4,387 　

　12．貸倒引当金繰入額 　 － 　 　 248 　 　 248 　

　13．賞与引当金繰入額 　 24,600 　 　 41,310 　 　 16,710 　

　14．役員退職慰労引当金

　　　繰入額
　 17,697 　 　 20,885 　 　 3,187 　

　15．減価償却費 　 36,372 　 　 67,939 　 　 31,566 　

　16．営業権償却 　 16,914 　 　 16,914 　 　 － 　

　17．その他 　 231,941 1,508,310 18.2 296,476 2,083,019 18.4 64,535 574,709

　　　営業利益 　 　 256,104 3.1 　 433,344 3.8 　 177,240

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１．受取利息 　 370 　 　 655 　 　 284 　

　２．受取配当金 　 60 　 　 90 　 　 30 　

　３．事務手数料収入 ※１ 45,212 　 　 86,371 　 　 41,158 　

　４．経営指導料 ※１ 11,006 　 　 － 　 　 △ 11,006 　

　５．雑収入 　 7,625 64,275 0.8 2,854 89,971 0.7 △ 4,771 25,695

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１．支払利息 ※１ 13,570 　 　 33,792 　 　 20,222 　

　２．社債利息 　 510 　 　 1,120 　 　 610 　

　３．株式上場関連費用 　 － 　 　 27,093 　 　 27,093 　

　４．新株発行費償却 　 350 　 　 3,226 　 　 2,876 　

　５．社債発行費償却 　 3,556 　 　 3,173 　 　 △ 383 　

　６．雑損失 　 1,769 19,756 0.2 3,360 71,767 0.6 1,591 52,011

　　　経常利益 　 　 300,623 3.7 　 451,548 3.9 　 150,924

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１．固定資産売却益 ※２ － 　 　 127 　 　 127 　

　２．投資有価証券売却益 　 3,964 　 　 21 　 　 △ 3,943 　

　３．貸倒引当金戻入益 　 3,287 7,251 0.1 － 148 0.0 △ 3,287 △ 7,102

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１．固定資産売却損 ※３ 209 　 　 194 　 　 △ 15 　

　２．固定資産除却損 ※４ 1,648 　 　 2,612 　 　 963 　

　３．子会社清算損 　 28,934 30,792 0.4 － 2,806 0.0 △ 28,934 △ 27,986

　　　税引前当期純利益 　 　 277,082 3.4 　 448,890 3.9 　 171,808

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 149,657 　 　 97,716 　 　 △ 51,941 　

　　　法人税等調整額 　 △20,682 128,975 1.6 △ 49,292 48,423 0.4 △ 28,609 △ 80,551

　　　当期純利益 　 　 148,107 1.8 　 400,466 3.5 　 252,359

　　　前期繰越利益 　 　 59,632 　 　 92,119 　 　 32,487

　　　中間配当額 　 　 6,975 　 　 7,225 　 　 250

　　　中間配当に伴う利益準備

　　　金積立額
　 　 697 　 　 722 　 　 25

　　　当期未処分利益 　 　 200,066 　 　 484,638 　 　 284,571
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③ 利益処分計算書(案)

　 　
前事業年度

　 （平成17年３月期）

当事業年度

（平成18年３月期)
比較増減

区分
注記番

号
金額（千円) 金額（千円) 金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 200,066 　 484,638 　 284,571

Ⅱ　利益処分額 　 　 　 　 　 　 　

　１．利益準備金 　 722 　 － 　 △ 722 　

　２．配当金 　 7,225 　 16,050 　 8,825 　

　３．任意積立金 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)別途積立金 　 100,000 107,947 400,000 416,050 300,000 308,102

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 92,119 　 68,588 　 △ 23,531
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

　　移動平均法による原価法を採用し

ております。

(1) 子会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　期末日の市場価格等に基づく時

価法

(評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用してお

ります。

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

　 　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法を採用

しております。

　　時価のないもの

同左

　 　 　

２．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しております。

　　　但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）

については定額法によっておりま

す。

　　主な耐用年数

　　　建物　　　　　３～50年

　　　車両運搬具　　２～６年

　　　工具器具備品　３～20年

(1) 有形固定資産

同左

　 (2) 無形固定資産

　　定額法を採用しております。

　　　但し、自社利用のソフトウエア

については社内における利用可能

期間(５年)に基づく、定額法によ

っております。

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

　　均等償却によっております。

(3) 長期前払費用

同左

　 　 　

３．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

　　３年で均等額を償却しておりま

す。

(1) 新株発行費

同左

　 (2) 社債発行費

　　３年で均等額を償却しておりま

す。

(2) 社債発行費

同左
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権は貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えるため

支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

　 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき簡便法により計上

しております。

(3) 退職給付引当金

同左

　 (4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

　 　 　

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

　 　 　

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

－ （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員

会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号)を

適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

表示方法の変更

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

－ （貸借対照表）　

  前事業年度において流動資産の「その他」に含めてお

りました「未収入金」は、総資産の100分の1を超えるこ

ととなったため、当事業年度より区分掲記することに変

更しました。

　なお、前事業年度の流動資産の「その他」に含めてお

りました「未収入金」は、1,923千円であります。

　

追加情報

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日　企業会計基準委員会　

実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管理費に計上してお

ります。

　この結果、販売費及び一般管理費が2,848千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、2,848千円

減少しております。

－
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注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

※１　授権株式数及び発行済株式総数

　　　授権株式数 普通株式 6,400株

　　　発行済株式総数 普通株式 2,890株

※１　授権株式数及び発行済株式総数

　　　授権株式数 普通株式 32,000株

　　　発行済株式総数 普通株式 16,050株

　 　

　２　配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する金額は

2,879千円であります。

　２　配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する金額は

6,143千円であります。

　 　

※３　関係会社に対する負債

流動負債 　

　短期借入金 500,000千円

※３　　　　　　　　　　　－

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　営業外損益のうち、関係会社にかかるものは、次

のとおりであります。

　事務手数料収入 45,212千円

　経営指導料 11,006千円

※１　営業外損益のうち、関係会社にかかるものは、次

のとおりであります。

　事務手数料収入

　支払利息

86,371千円

7,996千円

　

※２　　　　　　　　　　　－

　

※２　固定資産売却益の内容は、以下のとおりでありま

す。

　車両運搬具 127千円

　

※３　固定資産売却損の内容は、以下のとおりでありま

す。

　車両運搬具 209千円

※３　固定資産売却損の内容は、以下のとおりでありま

す。

　土地 194千円

　 　

※４　固定資産除却損の内容は、以下のとおりでありま

す。

　建物 205千円

　車両運搬具 86千円

　工具器具備品 1,356千円

　 1,648千円

※４　固定資産除却損の内容は、以下のとおりでありま

す。

　建物 2,035千円

　車両運搬具 487千円

　工具器具備品 88千円

　 2,612千円
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リース取引関係

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具、器具及び
備品

71,814 40,225 31,588

ソフトウェア 3,636 454 3,181

合計 75,450 40,680 34,770

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

工具、器具及び
備品

104,186 40,119 64,066

ソフトウェア 3,636 1,363 2,272

合計 107,822 41,483 66,339

　 　

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 15,726千円

１年超 20,270千円

　合計 35,996千円

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 21,736千円

１年超 45,540千円

　合計 67,276千円

　 　

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 16,177千円

減価償却費相当額 14,939千円

支払利息相当額 1,329千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 20,142千円

減価償却費相当額 18,775千円

支払利息相当額 1,078千円

　 　

４．減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

　 　

５．利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

　　　同左

　
　
　
(減損損失について)
　リース資産に配分された減損損失はありません。
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有価証券関係

　前事業年度（自 平成16年４月１日　至 平成17年３月31日）及び当事業年度（自 平成17年４月１日　至 平成18

年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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税効果会計関係

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(1) 流動資産

繰延税金資産 　

　　未払事業税否認 5,281千円

　　賞与引当金 9,994千円

　　未払費用否認 1,889千円

　　子会社清算損失否認 11,756千円

　繰延税金資産合計 28,921千円

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(1) 流動資産

繰延税金資産 　

　　賞与引当金 16,784千円

　　未払費用否認 35,006千円

　　子会社清算損失否認 11,801千円

　　未払事業所税 5,484千円

　　貸倒引当金繰入限度超過額 43千円

　繰延税金資産合計 69,120千円

繰延税金負債 　
　　未収事業税 △444千円

　繰延税金負債合計 △444千円

繰延税金資産の純額 68,676千円

　(2) 固定資産

繰延税金資産 　

　　役員退職慰労引当金否認 61,528千円

　　退職給付引当金否認 317千円

　　ゴルフ会員権評価損 4,920千円

　　減価償却損金算入限度超過額 265千円

　繰延税金資産合計 67,031千円

繰延税金負債 　

　　その他有価証券評価差額金 △1,382千円

　　子会社株式譲渡益繰延 △7,058千円

　繰延税金負債合計 △8,440千円

繰延税金資産の純額 58,590千円

　(2) 固定資産

繰延税金資産 　

　　役員退職慰労引当金否認 70,014千円

　　退職給付引当金否認 1,471千円

　　ゴルフ会員権評価損 4,920千円

　　減価償却損金算入限度超過額 164千円

　繰延税金資産合計 76,570千円

繰延税金負債 　

　　その他有価証券評価差額金 △3,616千円

　　子会社株式譲渡益繰延 △7,058千円

　繰延税金負債合計 △10,674千円

繰延税金資産の純額 65,895千円

　 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.63％

　（調整） 　

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.50％

　留保金課税 3.61％

　住民税均等割額 2.11％

　法人税の特別減税額 △1.19％

　その他 0.90％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.55％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.63％

　（調整） 　

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.42％

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△42.20％

　留保金課税 8.79％

　住民税均等割額 1.83％

　法人税の特別減税額 △0.57％

　過年度法人税等額 1.85％

　その他 0.04％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 10.79％
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前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延

税金負債の金額の修正

　　当事業年度に資本金が１億円を超えたことにより、

外形標準課税制度が適用になり当事業年度の繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率

は、前事業年度の41.99％から40.63％に変更されてお

ります。この変更により、繰延税金資産及び法人税等

調整額に及ぼす影響は軽微であります。

３．　　　　　　　　　　－
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１株当たり情報

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　

１株当たり純資産額 196,259.63円

１株当たり当期純利益金額 63,266.58円

　

１株当たり純資産額 90,187.56円

１株当たり当期純利益金額 27,572.75円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　当社は、平成17年11月22日付で普通株式１株に対して
普通株式５株の割合で株式分割を行いました。
　前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合の前
事業年度における(１株当たり情報)の各数値は以下のと
おりであります。

１株当たり純資産額 39,251.93円

１株当たり当期純利益金額 12,653.32円

　

(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当期純利益（千円） 148,107 400,466

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 148,107 400,466

普通株式の期中平均株式数（株） 2,341 14,524

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要

－ －
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重要な後発事象

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

重要な資産の取得について

　研修施設として利用する目的で、神戸市内の競売物件

(土地・建物)に入札参加した結果、平成17年５月24日に

当社が落札し、平成17年６月８日に売却許可が確定し、

平成17年７月６日に取得いたしました。

重要な資産の取得について

　関東方面の登録スタッフを対象にした研修施設として

利用する目的で、千葉県松戸市の物件（土地・建物）を、

平成18年４月３日に取得いたしました。

　

１　取得資産

　　　　土地　　　　　　　　　　　3,309.53㎡

　　　　建物　　　　　　　　　　 11,523.86㎡

１　取得資産

　　　　土地　　　　　　　　　　7,048.75㎡

　　　　建物　　　　　　　　　　3,984.15㎡

　

２　契約価額　　　　　　　　　　 620,001千円

　　　なお、契約に当たっては第三者鑑定評価額を参考

としております。

２　契約価額　　　　　   　　　570,000千円

　

　

　

３　資金調達方法

　　　㈱みずほ銀行、㈱中国銀行並びに㈱三井住友銀行

から700,000千円の借入を行いました。

３　資金調達方法

　　　公募発行増資による調達資金491,040千円及び残額

につきましては自己資金を充当しております。

　

　 　

株式分割

(1) 平成17年10月18日開催の取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株式を発行しておりま

す。

　　平成17年11月22日付をもって普通株式１株につき５

株に分割します。

　①　分割により増加する株式数

　　　普通株式　11,560株

　②　分割方法

　　　　平成17年11月４日最終の株主名簿に記載または

記録された株主の所有株式数を、１株につき５株

の割合をもって分割します。

－

(2) 配当起算日

　　　平成17年10月１日

　　　　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報及び当期

首に行われたと仮定した場合の当事業年度におけ

る１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとな

ります。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

37,200.08円 39,251.93円

１株当たり当期純利益金

額

１株当たり当期純利益金

額

10,822.54円 12,653.32円

　なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金

額については、新株引受

権の残高はありますが、

当社株式は非上場であ

り、かつ店頭登録も行っ

ていないため、期中平均

株価が把握できませんの

で記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金

額については、潜在株式

が存在しないため記載し

ておりません。

　

　

　

― 16 ―



8. 役員の異動

（平成18年６月29日予定）

　退任予定取締役

梶　静生（現　取締役経理部長）
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